男女共同参画に関する市民意識調査
― 調査結果概要とまとめ ―

平成20年3月
市民参画部男女共同参画室

１．調査の背景と目的　
　すべての市民が性別にかかわらず、一人の個人として豊かで実りのある人生を送ることができる社会の実現をめざして、平成14年6月、岐阜市男女共同参画推進条例が公布、施行された。この条例は4つの基本理念の下、市、市民、事業者の役割と責任を明確にすることによって、それぞれが積極的に取り組み、男女共同参画社会の実現を図るものである。
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　岐阜市においては、平成7年に岐阜市女性行動計画を策定し、それに基づき各種施策を実施した。平成16年度までのこの計画を予定より1年早く見直し、平成15年度に条例に基づく基本計画として新たに岐阜市男女共同参画基本計画を策定した。

　これらの計画の実施により、岐阜市の男女共同参画の取り組みは徐々に進んできている。男女平等意識の啓発や育成など、計画の達成度を測りがたい面が多いが、働き続けるための条件整備としての｢保育サービスの充実｣は確実に進んでいる。平成14年1月には｢男女共同参画啓発のための拠点施設｣として岐阜市女性センターがＪＲ岐阜駅高架下のハートフルスクエアーＧにオープンした。

　しかし一方で、岐阜市の一般行政職における管理職の割合を見ると、女性は全体の4％というのが現状であり、また、審議会等の委員は女性の割合が32％台と目標値の40％に届かず、女性委員が一人もいない審議会等が全体の2割を超えており、取り組むべき課題は数多く残されている。

　平成7年度当時は、男女平等への取り組みは「女性の問題」ととらえられるのが一般的であった。その後、平成11年に男女共同参画社会基本法が制定され、それに基づいた「あらゆる分野における男女共同参画推進」に変わっていった。

　このように、男女平等推進の視点も大きく変わったが、社会にも大きな変化が見られるようになった。

　例えば、配偶者等による暴力（ドメスティック・バイオレンス）、セクシュアル・ハラ

スメント、ストーカー行為など、かつては個人の問題として、また往々にして被害者である女性の側に責任があるものとして扱われがちであった問題が、人権を脅かす深刻な社会問題として認知されるようになったということがある。これらの問題に対しては、｢配偶者からの暴力の防止および被害者の保護に関する法律｣（ＤＶ防止法）の施行（平成13年、改正平成16年、19年）、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（男女雇用機会均等法）の改正(平成11年、19年)、「ストーカー行為等の規制等に関する法律」の施行（平成12年）により、法制度も整備されつつある。

　また、合計特殊出生率が平成17年に1.26となり、かつてない人口減少社会となりつつある。少子化が、若年労働力の不足や世代間扶養を前提にした社会保障制度の崩壊など、経済や社会に与える長期的な影響が大きな社会問題となっている。この問題に対応するため、次世代育成支援対策推進法（平成17年度から10年間の時限立法）を制定し、国、地方自治体、事業主がそれぞれ計画を作成し、次代を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境整備を進めている。

　今回の調査は、こうした社会的な背景を踏まえた上で、現在岐阜市民が日常生活の中でいだいている認識や意向を調査し、男女共同参画の達成状況をはかるとともに、その結果を新たな基本計画を策定するための基礎資料として、今後の男女共同参画に関する施策に反映することを目的としている。

２．回答者の属性について　
　岐阜市の人口の男女比は、平成19年10月1日現在の住民基本台帳の数値によると、女性が51.9％、男性が48.1％であるが、本調査では女性が52.8％、男性が41.5％で、無回答が5.7％に達している。集計にあたっては、ある調査項目に関するそれぞれの回答について、男女を含めた全体における割合を出す場合には、性別についての無回答票をも含め、クロス集計において男女別で割合を出す場合には、無回答票を除くこととした。したがって、男女別の集計結果における回答者数の男女合計と、全体の集計結果における回答者の総数は一致しない。

　次に、回答者の年齢構成を、同じく住民基本台帳により、岐阜市の20歳以上の各年代の構成と比較すると、20代、30代の割合が、それぞれ5.4ポイント、2.8ポイント低く、逆に、60代の割合は3.4ポイント高いが、そのほかの年代については1ポイント以上の差異は見られない。岐阜市の年代構成に比べ、40代以下が少ないものの、各年代から大きな偏りなく回答いただいている。

　配偶関係では、「結婚している」が66.0％を占め、岐阜市全体における割合（平成17年）*を5.9ポイント上回っている。一方、「離別・死別」「結婚していない」の割合は岐阜市全体における割合に比べ、それぞれ4.4ポイント、12.2ポイント低く、また無回答が11.2％あった。

　家族構成については、「夫婦のみ（一世代家族）」の割合が23.4％を占め、前述の岐阜市全体における割合と比較すると8.4ポイント高くなっている。一方、岐阜市全体では約半数を占めている「親と子ども（二世代家族）」の割合は41.9％に過ぎず、9.0ポイント低く、「ひとり暮らし」「親と子どもと孫（三世代家族）」も岐阜市全体での割合に比べ僅かに下回っている。また、「無回答」が約1割あった。

　*『平成18年度版岐阜市統計書』による。

３．調査結果のまとめ　
（１）男女平等に関する意識について
問１　「男は仕事、女は家庭」という考え方について尋ねた。

　この考えに対して、「同感する」「どちらかといえば、同感する」を肯定する回答、「同感できない」「どちらかといえば、同感できない」を否定する回答と捉えると、前者は49.3％、後者は 42.7％となっており、この考えを肯定する回答がほぼ半数に達し、否定する回答を上回っている。
　平成14年に実施した男女共同参画に関する市民意識調査（以下、この調査結果を「前回調査」と表記）では、同様の問いに対し、回答の選択肢が「そう思う」「そうは思わない」「どちらともいえない」の三つで、順に20.3％、50.5％、26.9％であった。今回の調査では「どちらともいえない」という選択肢を設けなかったため正確な比較はできないが、この考えを否定する回答の割合は減少している。

　年齢階級別に見ると、女性は、20代から50代までは全ての年代で否定する回答が5割を超えているが、60代・70以上では、逆に肯定する回答が5割を超えている。一方、男性は、20代で否定する回答が5割を超えているものの、それ以外は各年代とも肯定する回答が5割以上を占めている。また、前回調査では、20・30代の女性の約3分の2が「そうは思わない」と回答しているのに対し、今回の調査では、否定する回答が約2分の１と減少している。同様に、30・40・50代の男性においても、この考えを否定する回答がそれぞれ10ポイント程度減少している。
　国の調査（平成19年8月）では、この考えを肯定する回答が44.8％、否定する回答が52.1％であり、岐阜市は国に比べ、肯定する回答が4.5ポイント高く、否定する回答が9.4ポイント低くなっている。前回調査では、岐阜市は国に比べこの考えに否定的であったが、今回の調査による比較では逆の結果となった。（図表１）
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問２　家庭生活、職場、学校教育、政治、地域での活動、法律や制度、しきたりや慣習の７つの場および社会全体における男女の平等感を尋ねた。

社会全体については、「どちらかといえば」を含めると70.3％が「男性が優遇されている」と回答しており、これは国の調査（平成19年8月）による数値73.2％と同傾向を示し、県の調査（平成19年8月）による数値73.6％とも同傾向を示している。（表２）男女別に見ると、女性は75.8％、男性は64.3％が「（どちらかといえば）男性が優遇されている」と答えており、意識にやや差が見られる。
　どの分野においても「（どちらかといえば）男性が優遇されている」と答えた割合は女性の方が高いが、「しきたりや慣習」においては男女とも70％以上が男性の方が優遇されていると感じている。その他、男女合わせて不平等感が高いのは、「政治」「職場」である。

　男女間で不平等感の差が最も大きいのは「法律や制度」においてで、女性は46.6％が「（どちらかといえば）男性が優遇されている」と感じているのに対し、男性は28.3％で、その差は18.3ポイントである。また、「家庭生活」における不平等感でも、男女の差が16.2ポイントとかなり大きい。
　不平等感が最も低いのは「学校教育」で、男性が優遇されていると感じているのは全体の20.3％にとどまっているが、それでも「平等である」と答えているのは約半数の55.3％である。
　また、問2の結果を「女性が優遇」をプラス、「男性が優遇」をマイナスとして得点化し、グラフで表してみると、プラスに傾いているのはごく僅かで、まだまだ男性が優遇されていると考えられる。
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問３　知っていることばについて尋ねた。
　「男女雇用機会均等法」「育児・介護休業法」「セクシュアル・ハラスメント」については、「内容まで知っている」「見聞きしたことはある」を合わせると、いずれも8割を超え、関心の高さが伺われる。一方、それ以外のことばは、「知らない」が半数以上を占め、特に、「岐阜市男女共同参画推進条例」「ポジティブ・アクション（積極的格差是正措置）」は「知らない」が約7割を占めている。
（２）家庭生活について
問４　家事（掃除、洗濯、食事のしたく・後片付け）、看病や介護、育児の分担について尋ねた。

　家事のいずれについても「主として妻」が7割以上を占め、全体に女性の方が割合が高い。洗濯、食事のしたくは8割を超えている。「看病や介護」「育児」についても、それぞれ「該当しない」を除いた後の割合を計算すると、「看病や介護」では、61.0％、「育児」では73.1％が「主として妻」と答えており、家庭生活全般において妻が圧倒的に大きな責任を負っていることがわかる。
　また、結婚（事実婚を含む）している家庭の家事分担について、前回調査と比較すると、全体に「主として妻」の割合が低くなっている。一方、平成19年の国の調査と比較すると、岐阜市の方が「主として妻」の割合が少しずつ高くなっている。（表３）
共働きの有無により比較すると、共働きの場合、そうでない世帯より一部の項目を除き、「主として妻」がわずかに少なく、「両方同じぐらい」がわずかに増える傾向があるものの、大きな差は見られない。共働き世帯の場合でも、家事については「主として妻」がいずれも８割を超え、中でも「洗濯」「食事のしたく」は約9割に達する。「看病や介護」については「該当しない」を除いて計算すると、「主として妻」の割合が共働き世帯において71.8％と、そうでない世帯の69.5％を上回っている。「育児」についても同じく「該当しない」を除いて計算すると、共働き世帯で79.9％、そうでない世帯で82.8％と、ほとんど差がない。女性は仕事をしながら家庭責任をも同時に担っている状況がうかがえる。
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問５　未婚者に自分の結婚についての考え方を尋ねた。
　「結婚の予定がある」も含め結婚の意志があるという回答が約7割に達する一方、「今のところ結婚するつもりはない」と答えた人が24.7％いる。前回調査と比べると、全体の傾向はほぼ同じであるが、「今のところ結婚するつもりはない」と答えた人は、女性が22.4％、男性が27.4％で、女性は7.6ポイントの増加、男性は8.6ポイントの減少となっており、変化が見られる。
問５-１　「今のところ結婚するつもりはない」と答えた人にその理由を尋ねた。（複数回答）
　回答者数が全体で55人と、少ないことに留意する必要があるが、「結婚の必要性を感じないから」が最も多く、全体で60.0％に達し、前回調査時の31.1％からほぼ倍増した。女性ではこの「結婚の必要性を感じないから」が69.2％に達し、次いで、「今の自由や気楽さを失いたくないから」が42.3％、「結婚生活にともなう配偶者の親、兄弟などとの関わりを避けたいから」「結婚生活にともなう家事・育児にしばられたくないから」がいずれも30.8％と続いた。男性は「結婚の必要性を感じないから」が51.7％、次いで、「結婚して生計を維持していく自信がないから」が41.4％で、この理由は、前回調査でも男性は44.4％と高率で、今回も同様の傾向を示した。次いで、「今の自由や気楽さを失いたくないから」が34.5％と続いた。
問６　少子化の原因について尋ねた。（複数回答）
　全体で多いのは、「子育てにお金がかかるから」「結婚しない人や晩婚の人が増えたから」「子育てと仕事の両立が難しいから」の3項目で、それぞれ全体の6割から7割の人が選んでいる。このうち「両立が難しい」は、女性64.6％、男性57.5％で、差が7.1ポイントあった。「子育ては母親の負担が大きく、父親の協力が足りないから」については、女性が34.5％に対し、男性は20.2％にとどまり、男女の差が最も大きく表れている。全体として、前回調査と比較して、「子育てにお金がかかるから」「子育てを支援する制度や環境が十分でないから」「子どもを取り巻く社会環境に不安があるから」が増え、「子どもは少なく生んで十分手をかけて育てたいという人が増えたから」が減っている。
　子の有無により比較すると、全体に大きな差は見られないが、「子どもは少なく産んで十分手をかけて育てたいという人が増えたから」を選んだ割合が、子どもがいる女性で28.5％、いない女性で20.1％と、やや差がみられ、「子育てと仕事の両立が難しいから」を選んだ割合が、子どもがいる男性で62.3％に対し、いない男性で45.7％と、大きな差が見られる。
　
問７　安心して子を生み育てるために何が必要かを尋ねた。（複数回答）
　割合が最も高かったのは、「出産・育児に対する経済的な支援の拡充」で68.1％、次いで、「出産・子育て後に再就職しやすい制度づくり」で58.4％であった。前回調査に比べ、「経済的な支援の拡充」を望む割合が14.5ポイント増加している。
　第3番目以降の回答では性別による差が表れ、女性が「子育て中の柔軟な勤務形態の普及」（53.1％）「保育サービスの充実」（48.2％）「ファミリー・サポート・センター事業や留守家庭児童会（学童保育）など地域の子育て支援の充実」（47.2％）と続くのに対し、男性は、「子育て中の柔軟な勤務形態の普及」（46.7％）「保育サービスの充実」（41.0％）「父親が子育てに十分かかわることができる職場環境の整備」（35.7％）と続く。全体的に女性の方が必要と思う割合が高い。
　前回調査と比較すると、「出産・育児に対する経済的な支援の拡充」「ファミリー・サポート・センター事業や留守家庭児童会（学童保育）など地域の子育て支援の充実」「子育て中の柔軟な勤務形態の普及」を選ぶ割合が増えている。

　子の有無により比較すると、差が顕著に表れているのは、「ファミリー・サポート・センター事業や留守家庭児童会（学童保育）など地域の子育て支援の充実」で、子どものいる女性の回答率51.2％に対し、子どもがいない女性の回答率は39.1％と12.1ポイントの差があるのを筆頭に、「子育て中の柔軟な勤務形態の普及」の女性の回答率、「出産・子育て後に再就職しやすい制度づくり」の男性の回答率で差が見られた。
問８　子育てについての考え方を尋ねた。
　「男の子は男の子らしく、女の子は女の子らしく育てるのがよい」に「同感する」が34.3％、「どちらかといえば、同感する」が41.3％で、両方を合わせると全体の約4分の3を占めている。

年齢階級別に見ると、「同感する」「どちらかといえば、同感する」を合わせた回答率は、男性の50代を除いて、年齢階級が上がるに連れて高くなる傾向があり、60代及び70以上においては、男女とも約8割に達している。また、全ての年代を通じて、女性より男性の方が高くなっており、とりわけ、40代において、16.4ポイントの差がある。
問９　老後の不安について尋ねた。（複数回答）
　全体では、「自分の健康のこと」（70.1％）「生活費のこと」（68.0％）「自分がねたきりや病気になったときのこと」（67.1％）の順に高い割合となっている。
　男女で比較すると、「自分が寝たきりや病気になったときのこと」では、女性が男性を9.3ポイント上回ったが、反対に、「配偶者に先立たれること」では男性が女性を8.7ポイント上回っている。
問10　家族等の介護についての考え方を尋ねた。
　全体では「男性と女性が協力して介護するべきである」と考える人が70.4％と最も多いが、男女別に見ると、そう考える女性の割合は男性を7.1ポイント上回っている。
　年齢階級別に見ると、男性は、「男性と女性が協力して介護するべきである」とする回答率が、40代の70.4％を筆頭に、どの年代も3分の2前後を占めるのに対し、女性は、30・40代がそれぞれ87.7％、81.2％と高率であると同時に、その年代で「主に女性が介護するべきである」とする回答が0.6％、1.4％と低い点が特徴的である。50代までは女性のほうが男性より高いが、60代以上は男性の方が高くなっている。
問11　望ましい介護のあり方について尋ねた。
　全体では、「自宅で、介護保険制度などのサービスを利用しながら、家族・親族が介護する」と「専門的な施設や病院に入って介護を受ける」が、それぞれ44.2％、43.3％と回答をほぼ二分した。前回調査では、それぞれ48.4％、36.8％であったことと比べると、専門的な施設等での介護を望ましいとする回答が増加した。
また、男女別に見ると、男性は前者の回答率が47.5％、女性は後者の回答率が45.7％と高く、男女で差がある。
　年齢階級別に見ると、男女とも、20代から50代までについては、年齢階級が低いほど「自宅で、介護保険制度などのサービスを利用しながら、家族・親族が介護する」が多く、20代男性で62.7％、20代女性で59.8％に上るが、年齢階級が高くなるほど、病院や施設での介護を望ましいとする回答が増加している。
（３）地域での活動について

問12　地域での活動への参加状況を尋ねた。（複数回答）
　「自治会など地域の団体の活動」へは、約半数の49.8％が参加していると回答しており、男女別に見てもほぼ同率であった。前回調査と比較すると、9.7ポイント高くなっている。「ＰＴＡや子ども会、青少年グループなどの指導」への参加は、女性が25.1％であるのに対し男性が13.4％、「趣味・教養・学習・スポーツなどのサークル活動」への参加は、女性が24.1％であるのに対し男性が17.6％と男性の割合が非常に低くなっている。「参加したことがない」は全体の約3割あり、女性が31.3％、男性が34.2％で、男性が上回った。
　年齢階級別に見ると、「ＰＴＡや子ども会、青少年グループなどの指導」については、女性が30代で33.5％、40代で55.8％、50代で24.8％と高くなっているのに対し、男性は30代で12.1％、40代で18.5％、50代で20.6％といずれも女性に比べて低い数値である。「趣味・教養・学習・スポーツなどのサークル活動」への参加は、女性が20代こそ17.2％であるが、30代の21.3％から年代が上がるに連れ増加し、70以上では3割近くに達するのに対し、男性は60代・70以上を除くと20％に達していない。
　地域活動に「参加したことがない」と答えたのは、男女とも20代が最も多く、男性で68.6％、女性で56.3％に上っている。60代までは男性の方が多く、女性との差も大きいが、70以上では、女性の方がやや高くなっている。

問12－1　地域での活動に参加したことのある人にその活動の現状について尋ねた。（複数回答）
　全体では、「男女が平等に活動している」が38.6％に対し、「団体の会長には男性が就き、女性は補助的な役割を受け持つことが多い」は45.3％となった。

男女別に見ると「男女が平等に活動している」が女性の35.2％に対し、男性は43.1％と男女で認識の違いがあった。
　

問12－2　地域での活動に参加したことのある人に役職経験を尋ねた。

　地域活動への参加率は女性の方が高かったにもかかわらず、役職に就いたことのある人の割合は女性が41.6％、男性が53.0％と、男性の方が高くなっている。これは前回調査と比較して変化はない。
問12－3　地域での活動に参加したことがない人に、その理由を尋ねた。（複数回答）

　最も多いのは男女とも、「仕事や家事が忙しく、時間的に余裕がない」で、全体で47.5％に上る。

男女で差が大きいのは「地域での活動に関心がない」と「人間関係がわずらわしい」で、男性の25.1％、22.1％に対し、女性は16.1％、15.0％であった。
前回調査と比較して、男性の回答率において、「仕事や家事が忙しく、時間的に余裕がない」が11.6ポイント減少し、一方、「地域での活動に関心がない」「人間関係がわずらわしい」がそれぞれ8.8ポイント、7.2ポイント上昇した点に変化が見られる。
問13　「男性はもっと地域での活動や家庭生活における活動に参画する必要がある」という考え方について尋ねた。
　「同感する」が30.5％、「どちらかといえば、同感する」が47.7％で、この考えを肯定する回答は、合わせて78.2％に上った。男女別に見ると、女性は80.6％、男性は76.1％と、女性のほうが高くなっている。
　前回調査では、「そう思う」としてこの考えを肯定する回答は58.4％であったから、19.8ポイント上昇している。男女別に見ると、男性は22.1ポイント増、女性は16.6ポイント増で、男性が大幅に上昇している。

　年齢階級別にみると、20代、30代の男性に「同感できない」「どちらかといえば、同感できない」とする回答率が高い点が際立っているが、この傾向は前回調査でも見られた。
　
問14　男性が家事、子育てや教育、介護、地域での活動などに積極的に参加するために必要な条件を尋ねた。
　「そう思う」が最も多かったのは、「男性が、家事などに参加することに対する抵抗感をなくすこと」で全体では72.3％に達している。これについては男女で最も意見が分れており、「そう思う」を選んだ女性が男性を10.2ポイント上回り、逆に「そう思わない」を選んだ男性が女性を9.1ポイント上回っている。
　次いで「そう思う」が多かったのは、「夫婦の間で家事などの分担をするように十分に話し合うこと」で、全体の69.0％である。これについても女性が多く、72.9％となっている。
　以上の傾向は、前回調査の結果と共通しており、このほかの項目についても、順位の違いはあるものの、「仕事と家庭の両立などの問題について相談できる窓口を設けること」を除き、いずれも過半数の人が「そう思う」と答えている点も共通している。前回に比べ、「男女の役割分担についての社会通念、慣習、しきたりを改めること」「男性の男女共同参画に対する関心を高めること」が少なくなっている。
（４）就業について
問15　収入をともなう仕事をしているかどうかを尋ねた。
　収入をともなう仕事をしている人の割合は、女性の58.1％、男性の72.5％である。

　各年齢階級において、収入をともなう仕事を持つ割合を、男女別で折れ線グラフに表してみると、女性は30代で下がるいわゆる「Ｍ字カーブ」が表れている。男性にはそれは見られない。ただし、一番下がる30代の女性においても、67.7％が収入をともなう仕事を持っていると答えており、前回調査に比べ5.8ポイント上昇している。
問15－1　仕事をしている人に働く理由を尋ねた。（複数回答）

　男性は「生計を維持するため」が85.7％と圧倒的に多く、次いで「働くのはあたりまえだから」が55.2％で半数を超えている。この2項目については、男性の割合が女性の割合より際立って高くなっている。女性も「生計を維持するため」が71.1％で最も多いが、次いで「自分で自由になるお金を得るため」が42.3％、「社会や他人とのつながりを持つため」が34.4％で、「働くのはあたりまえだから」が33.9％でこれに続いている。
　挙げられた理由やその回答率を含め、前回調査と比較してあまり変化が見られない。

問15－2　仕事をしていない人に、過去に収入になる仕事をしたことがあるかどうかを尋ねた。

　男女とも9割を超える人が「ある」と答えている。
問15－3　現在仕事をしていないが過去に仕事をしていた人に、仕事を辞めた理由を尋ねた。（複数回答）
　女性についてみると、「結婚のため」が29.8％で最も多く、次いで「出産・育児のため」が25.5％と多くなっている。これらの理由は男性ではどちらも1.8％とほとんど見られない。これに対し、「定年になったから」は、男性では68.6％で最も高率であるのに対し、女性は20.3％であった。
　女性が仕事を辞めた理由の上位は、前回調査と同様だが、割合は下がっている。

問15－4　仕事をしていない人に今後働きたいかどうかを尋ねた。
　各年齢階級において、「働きたい」と答えた女性の割合を、折れ線グラフに表してみると、30代で高くなっており、問15に見られる30代が落ち込んでいる「Ｍ字カーブ」と一致していない。このことから、結婚、出産・育児のために仕事を辞める女性が多いが、就労の意欲は高いことがわかる。
問15－5　今後働きたいと答えた人に、どういう形で働きたいかを尋ねた。
　前回調査と比べると、「常勤の仕事」「パートタイム、アルバイト、非常勤など」が減り「家業の手伝い」が増えている。

　女性について見てみると、「パートタイム、アルバイト、非常勤など」の形態で働きたいと答えた人の割合が、63.4％と最も多く、次いで「常勤の仕事」で働きたいと答えた人が16.3％となっている。

問16　女性が職業を持つことについての考えを尋ねた。
　「子どもができたら、いったん退職し、大きくなったら再び職業をもつのがよい」と答えた人が最も多く全体で51.6％を占め、女性は54.4％で、男性の48.9％より割合が高い。また「子どもができても、ずっと職業を続けるのがよい」と答えている人は、男女とも2割ほどで、わずかだが男性の方が多い。
　年齢階級別に見た特徴として、20代は他の年代に比べ、男女とも「子どもができたら、いったん退職し、大きくなったら再び職業をもつのがよい」の回答率が低く、「その他」が高い傾向があり、「その他」については、年齢階級が低い世代で高くなっている。「その他」の理由は様々であるが、本人次第という趣旨の記述が多く見られた。また、70以上の男性は、他の年代に比べ「子どもができても、ずっと職業を続けるのがよい」の回答率が最も低く、逆に、「結婚するまでは、職業をもつ方がよい」「子どもができるまでは、職業をもつ方がよい」の回答率は最も高く、この点は前回調査と同様である。前回調査との比較で変化が見られるのは、「子どもができても、ずっと職業を続けるのがよい」とする20代の女性が10.0ポイント減少し、「子どもができたら、いったん退職し、大きくなったら再び職業をもつのがよい」とする40代の男性が13.0ポイント増加している点である。
　子の有無により比較すると、「子どもができたら、いったん退職し、大きくなったら再び職業をもつのがよい」と答えた人の割合が、男女とも、子どもがいる人の方がいない人より多く、5割を超えている。
　平成19年の国と県の調査結果と比較すると、県の調査とは似た傾向であったが、国の調査では「子どもができても、ずっと職業を続けるのがよい」とする人の割合が43.4％を占め、この問いに対する多数意見であったのに比べ、県と市ではその半分以下の20％程度を占めるに過ぎず、大きな差が出た。（表４）
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国（H19. 8)�

3.6

5.5

10.7

43.4
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−
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1.0
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6.8

20.7

51.4

10.1
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2.7
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4.6
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表４

　資料 ： 「男女共同参画社会に関する世論調査（平成19年8月）」（国）�

　　　　　　  　 「男女共同参画に関する県民意識調査報告書（平成20年2月）」（岐阜県）

　　　　   　  　「男女共同参画に関する市民意識調査報告書（平成15年3月）」（岐阜市）


問17　女性が職業を持ち続けるうえでの障害について尋ねた。
　男女とも「家事や育児・介護との両立がむずかしい」ことを最も多くあげており、全体では87.4％の人が「そう思う」と答えている。「育児休業や介護休業などの制度が不十分である」「保育施設の数や内容が十分でない」が約6割でこれに続いている。こうした全体の傾向は前回調査とほとんど同じである。ただ、「女性自身の職業に対する自覚が不足している」は前回と比較すると低くなっている。
　男女の回答の差が大きかったのは、「家族の協力や理解が得られない」で、前回調査では14.3ポイント差であったが、今回も女性が53.9％に対し、男性は41.9％で、12.0ポイント女性が上回った。一方で、「女性自身の職業に対する自覚が不足している」と答えた男性が40.2％あり、女性の34.2％を6.0ポイント上回っており、前回調査での10.6ポイント差から減少しているものの、依然、男女の差が大きい。
　子の有無により比較すると、「職場が責任ある仕事を女性に任せない」「男性に比べて賃金が安く、職種も限られている」「育児休業や介護休業などの制度が不十分である」「職場が結婚・出産した女性を嫌う傾向がある」の各項目で、子どもがいない女性の回答率が、子どもがいる女性の回答率を、それぞれ順に10.1ポイント、8.5ポイント、8.1ポイント、6.5ポイント上回っている点に差が見られた。
問18　男性が育児・介護休業を取ることについての考えを尋ねた。
　全体で90.1％が「男性も育児・介護休業を積極的に利用すべきである」あるいは「男性も育児・介護休業が取れることは賛成」としているが、男女とも「現実には取りづらい」と考える人が7割を超えていて、前回調査とほぼ同じ結果である。
　年齢階級別に見ると、「積極的に利用すべき」とする回答は、20代及び30代の女性が高率で、約4分の1に上っており、次いで40代の男性が18.5％となっている。他の年代は男女とも10％から15％の範囲である。一方、「育児・介護は女性がするべきであり、男性が休業を取る必要はない」とする回答は、70以上で高くなっており、女性で12.9％、男性で14.1％に上る。
　子の有無により比較すると、「積極的に利用すべき」と答えた人の割合は、子どもがいない人が、子どもがいる人を上回っている。
（５）学校教育について

問19　男女平等の社会をつくるために学校教育の場で力を入れることを尋ねた。

　最も多いのは「進路指導において、男女の別なく能力を生かせるよう配慮する」で、全体の約8割が「そう思う」と答えている。次いで多いのは「男女の平等と相互の理解や協力についての学習を充実する」で約7割に達する。
　男女の回答の差が大きい項目は、「教員に男女平等についての研修を推進する」「出席簿の順番など、不要に男女を分ける習慣をなくす」で、男性の回答率がそれぞれ9.5ポイント、7.4ポイント上回った。
　全体に「わからない」と答えている人の割合が多かった。
（６）人権について
問20　女性の人権が尊重されていないと感じることを尋ねた。（複数回答）
　全体では、「痴漢行為」が53.0 ％で最も多く、次いで「職場におけるセクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）」の52.7 ％、「家庭内での夫から妻への暴力」の51.8 ％が多くなっており、上位に挙げられる項目の組み合わせは前回調査と同じであるが、選択する割合が多くなっている。
　男女を比べると、全体の回答率が10％以上の項目においては、どの項目においても、女性が人権を尊重されていないと感じる割合が男性より高くなっている。また、回答率の高い上位3項目の組み合わせは男女共通だが、女性は「職場におけるセクシュアル・ハラスメント」が最も多く58.4％、「痴漢行為」が58.1％、「家庭内での夫から妻への暴力」が55.3％と続くのに対して、男性は、どの項目も50％には達しておらず、女性の回答率に比べ「職場におけるセクシュアル・ハラスメント」で11.7ポイント、「痴漢行為」で10.5ポイントと大きく下回っている。
問21　女性専門外来についての考えを尋ねた。
　全体の約7割が「利用したことはないが、必要だと思う」と答えている。女性は約8割が「必要だと思う」と答えており、「利用したことがある」も5.9％に上り、前回調査での1.2％から大きく伸びている。
問22　セクシュアル・ハラスメントについての考えを尋ねた。
　全体では「会社が責任を持って対策を持つことが必要だ」と答えた人が最も多く、68.1％に達し、「被害者がはっきりと拒絶するべきだ」は65.7％、「何がセクハラに当たるのか不明なのではっきりさせるべきだ」は60.4％、「女性（または男性）を対等に扱わない意識を変える必要がある」は54.4％になり、回答率が5割を超えているのは以上である。この4項目の組み合わせは前回調査と同じである。
　男女別に見ると、回答率の高い項目や順位が異なっており、女性は前述の全体と同順位で、それぞれ70.4％、62.4％、59.5％、55.9％と続くのに対し、男性では上位3項目の組み合わせは同じだが、「被害者がはっきりと拒絶するべきだ」が70.7％と最も高く、この項目は女性を8.3ポイント上回る。次いで「会社が責任を持って対策を持つことが必要だ」「何がセクハラに当たるのか不明なのではっきりさせるべきだ」と続く。
　男女差が最も大きいのは「ちょっとしたことでもセクハラとされてしまうので不安である」で、「そう思う」と答えている男性が59.1％に対し女性は43.3％と15.8ポイントの開きがある。また、「マスコミなどの過剰反応だと思う」男性は、39.0％で、女性より12.3ポイント多くなっている一方で、この項目に対し女性の41.9％は「そう思わない」と答えている。
　前回調査と比べると、「会社が責任を持って対策を持つことが必要だ」は増加したが、「マスコミなどの過剰反応だと思う」「女性（または男性）を対等に扱わない意識を変える必要がある」が少なくなっている。

問23　「少し立ち入った質問ですが、差し支えなければお答えください」という但し書きをつけた上で、ドメスティック・バイオレンスの経験などについて尋ねた。（複数回答）
　但し書きをつけたのは、被害者にとっては答えにくい質問であることを考慮し、また、この質問によって調査全体の回答率が落ちることを危惧したためである。したがって、被害を受けたと回答している割合は、実際に被害を受けた人の割合より低いと考えられる。
　女性では、「医師の治療の必要はない程度の暴力を頻繁ではないが受けたことがある」が3.9％、「医師の治療の必要はない程度の暴力を頻繁に受けたことがある」は0.9％、「医師の治療が必要となるほどの暴力を受けたことがある」は1.5％、「命の危険を感じるほどの暴力を受けたことがある」は0.6％となっている。割合が高いとは言えないが、現実にこれだけの被害者がいるということである。
　前回調査と比較すると、「暴力について見聞きしたことがない」と答えた人が全体で7.4ポイント少なくなっている。
問23－1　ドメスティック・バイオレンスの被害を受けたと答えた人に対し、相談相手について尋ねた。（複数回答）

　回答者の総数は62人、うち女性は48人である。女性についてみると、被害者の相談相手は「友人・知人」が最も多く43.8％、次いで「家族」が22.9％と多くなっている。「専門家」や「相談機関」と答えた割合は非常に低く、「どこ（だれ）にも相談しなかった」という人が33.3％に上っている。
　前回調査と比較すると、「家族」が少なくなり、「友人・知人」「専門家」が増えている。

問23－2　さらに、どこ（だれ）にも相談しなかった人にその理由を尋ねた。（複数回答）
　回答者の総数は22人で、うち女性は16人である。女性は「相談しても無駄だと思ったから」が最も高く43.8％、次いで「相談するほどのことではないと思ったから」が37.5％、「恥ずかしくてだれにも言えなかったから」「自分にも悪いところがあると思ったから」がそれぞれ31.3％と続く。

　男性は「相談しても無駄だと思ったから」を3人が、「どこ（だれ）に相談してよいのかわからなかったから」「恥ずかしくてだれにも言えなかったから」「他人を巻き込みたくなかったから」をそれぞれ2人ずつが選んでいる。
（７）市の男女共同参画推進に関する施策について
問24　「岐阜市女性センター」について尋ねた。
　「名前も目的も知らなかった」が全体で、77.2％に上り、一方、名前も施設の設置目的も知っている人は6.2％であった。女性センターを知っている人は、「名前を聞いたことがある」の11.6％と合わせても17.8％に過ぎない。
　女性センターは市の複合施設ハートフルスクエアーＧの中にあり、生涯学習センターと共用のスペースがほとんどであるため、「女性センター」として認識されにくい可能性もあるが、前回調査において、女性センターが開館して1年未満の時点で、女性の24.1％、男性の14.3％、全体で約2割の人が「知っている」と答えていることと比較すると低くなっている。
問25　女性センターの利用の有無を尋ねた。
　全体の1.2％、女性は1.7％、男性は0.4％が「利用したことがある」と答えているが、前回調査の結果を下回っている。
　問24のところで述べたような施設の性質上、「女性センター」を意識しての利用は現実には少ない可能性がある。
問25－1　女性センターを利用したことがある人に、どのように利用したかを尋ねた。（複数回答）
　回答者の総数は20人で、「女性センターの催し物や講座に参加した」が最も多かった。
問26　女性センターにどのような事業を期待するかを尋ねた。（複数回答）

　女性では「女性の就業支援」が34.3％と最も高く、特に、20・30・40代の女性の半数近くが期待すると答えている。次いで「相談窓口の充実」が30.6％で続く。男性では「男女共同参画に関する情報の提供」が30.3％と最も高い。
問27　男女共同参画社会実現のために行政（国・県・市）はどのようなことに力を入れていくべきかを尋ねた。（複数回答）

　全体では「保育の施設・サービスや高齢者等の施設・介護サービスの充実」が50.3％と最も高く、「男女がともに多様な働き方を選択できる環境整備」の43.8％、「職場における男女の均等な取り扱い」の39.0％がこれに続いている。前回調査と比べ、力を入れるべきとされた上位3項目に変わりはないが、「職場における男女の均等な取り扱い」「女性を政策決定の場や管理職に積極的起用」がどちらも11.5ポイント減少するなど、全体に選択する割合が少なくなっている。
　男女で最も差が大きいのは「保育の施設・サービスや高齢者等の施設・介護サービスの充実」で、女性が57.0％であるのに対し、男性は48.2％で、女性が8.8ポイント上回り、次いで、「男女平等について理解を深める広報啓発活動の充実」で、女性が16.0％であるのに対し、男性は23.1％で、男性が7.1ポイント上回っている。男性の方が高いのは、この「男女平等について理解を深める広報啓発活動の充実」のほか、「法律・制度の制定や見直し」「学校教育や社会教育・生涯学習の場で男女平等についての学習の充実」「各種の団体における女性リーダーの養成」の4項目であり、それ以外はいずれも女性の方が選んでいる割合が高い。



基本理念


◆男女の人権の尊重


◆社会における制度又は慣行が及ぼす影響についての配慮


◆政策等の立案及び決定への共同参画


◆家庭生活における活動と他の活動の両立
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